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平成２７年１２月
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平成２８年度鉄道局関係予算について 

 

＜鉄道局関係予算＞ 

   公 共 事 業       992 億円（対前年度比 1.01 倍） 

   非公共事業       36 億円（対前年度比 0.91 倍） 

合   計     1,028 億円（対前年度比 1.01 倍） 

（関連事項）  地域公共交通確保維持改善事業            229 億円の内数 

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業  80 億円の内数 

＜主な施策＞ 

●整備新幹線の整備の推進 （P.３） 

 整備新幹線の整備（平成27年 1月の政府・与党申合せ等に基づき、

着実に整備） 【７５５億円】 

 整備新幹線の建設推進及び高度化（フリーゲージトレインの開発、

青函共用走行に関する調査、設計施工法等調査等） 【２４億円】  
●都市鉄道ネットワークの充実 （P.５） 

 神奈川東部方面線の整備（都市利便増進事業） 【１３６億円】 

 福岡市七隈線の整備（地下鉄の延伸） 【２２億円の内数】 

 大阪外環状線の整備（貨物鉄道の旅客線化） 【１７億円の内数】  
●鉄軌道駅のバリアフリー化、駅空間の高度化の推進 （P.９） 

 エレベーター、ホームドア等の設置 

    【２２億円の内数（地下鉄）、３０９億円の内数（民鉄等）】 

 駅の総合的改善、コミュニティ・ステーション化 

 【１５億円の内数】  
●地域鉄道の安全性向上・活性化 （P.１３） 

 地域鉄道のレールやマクラギ等の安全性向上に資する設備更新 

【３４５億円の内数】  
●防災・減災対策の充実 （P.１５） 

 鉄道施設（主要駅や高架橋等）の耐震対策  

【２２億円の内数（地下鉄）、３６億円の内数（民鉄等）】 

 鉄道施設の戦略的維持管理・更新       【３６億円の内数】 

 地下駅等の浸水対策 

      【２２億円の内数（地下鉄）、３６億円の内数（民鉄等）】 

 踏切保安設備の整備（補助対象設備の拡充） 【３６億円の内数】  
●鉄道システム・技術の海外展開 （P.２１） 

 トップセールス、案件発掘・形成調査、鉄道技術・規格の国際標準

化対応等                 【１３億円の内数】 
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(Ａ/Ｂ)

１．整備新幹線整備事業費補助 205,000 160,000 1.28

76,841 0 77,558 0 0.99

２．都市鉄道利便増進事業費補助 40,800 26,535 1.54

３． 都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道）　 8,573 30,111 0.28

４．幹線鉄道等活性化事業費補助 10,087 7,984 1.26

５．鉄道駅総合改善事業費補助 4,672 5,353 0.87

６．鉄道防災事業費補助 1,630 1,910 0.85

７．鉄道施設総合安全対策事業費補助 10,804 5,443 1.98

８．本州四国連絡橋（本四備讃線）耐震補強 275 222 1.24

281,841 237,558 1.19

１．鉄道技術開発費補助金 1,138 1,393 0.82
・超電導技術高度化等 560 706 0.79
・一般鉄道 578 687 0.84

２．整備新幹線建設推進高度化等事業費補助金 2,445 2,497 0.98
・設計施工法等調査等 845 207 4.09
・軌間可変電車(フリーゲージトレイン)の技術開発 1,100 2,020 0.54
・青函共用走行区間の貨物列車走行調査 500 270 1.85

３．鉄道施設災害復旧費補助金 272 878 0.31
・鉄道の災害復旧 272 272 1.00
・鉄道施設の戦略的な維持管理・更新　(※) 0 606 皆減

４．踏切保安設備整備費補助金　(※) 0 245 皆減

５．新線調査費等補助金 - - - 

６．戦傷病者等無賃乗車船等負担金 - - - 

７．譲渡線建設費等利子補給金 - - - 

８．鉄道整備等基礎調査委託費 - - - 

９．経済協力調査委託費 - - - 

3,855 5,012 0.77

285,696 242,570 1.18

〈　関連事項　〉

地域公共交通確保維持改善事業

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業

（注）１．【その他事項経費】の小計は、旅費、庁費類の一般事務費等を含んでいない。
      ２．〈　関連事項　〉地域公共交通確保維持改善事業には、復興庁計上分を含まない。
      ３． 端数処理により計は、一致しない場合がある。

小　　　　　計

合　　　　　計

Ⅰ．平成２８年度鉄道局関係予算事業費・国費総括表

【公共事業関係費】

[整備新幹線]

[都市・幹線鉄道]

小　　　　　計

【その他事項経費】

区　　　　　　分

事　　　業　　　費

予  算  額 予 算 額

平成２８年度 前 年 度
倍 率

（Ａ） （Ｂ）
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（単位：百万円）

(Ｃ/Ｄ)

75,450 75,450 1.00

23,721 22,490 1.05

13,600 8,845 1.54

2,160 7,588 0.28

1,677 1,561 1.07

1,498 1,397 1.07

1,030 1,185 0.87

3,632 1,814 2.00

124 100 1.24

99,171 97,940 1.01

476 0 567 0.84
188 224 0.84
289 344 0.84

2,445 0 2,497 0.98
845 207 4.09

1,100 2,020 0.54
500 270 1.85

68 0 270 0.25
68 68 1.00
0 202 皆減

0 107 皆減

129 216 0.60

25 42 0.59

137 137 1.00

100 100 1.00

250 58 4.34

3,631 3,993 0.91

102,802 101,933 1.01

22,872 29,009 0.79

8,000 0 皆増

前 年 度

国　　　　　　　費

備　　　　　考
予  算  額 予 算 額

（※）２８年度予算においては、鉄道施設総合
安全対策事業費補助（公共）へ計上。

平成２８年度
倍 率

（Ｃ） （Ｄ）

〔平成２８年度鉄道局関係財政投融資計画等総括表〕

民鉄線の建設及び大改良○

機関名：鉄道建設・運輸施設整備支援機構(建設勘定)

２８年度の概要 ２８年度 前 年 度
予 算 額 予 算 額

百万円 百万円

財政融資資金借入金 ２４,３０２ ２６,５５５

(融資比率：建設40%、
借換100%）

＜参 考＞
２７年度補正予算○

区 分 補正予算額

百万円
鉄道駅総合改善事業費補助 ６０

鉄道防災事業費補助 ３３３

鉄道施設総合安全対策事業費補助 １,７２０

＜関連事項＞
地域公共交通確保維持改善事業 ４,８８０
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Ⅱ．平成２８年度鉄道局関係予算施策別概要

１．整備新幹線の整備の推進

（１）整備新幹線の着実な整備 [事業費：205,000百万円、国費：75,450百万円]
(整備新幹線整備事業費補助)

我が国の基幹的な高速輸送体系を形成する整備新幹線について、平成27年1
月の政府・与党申合せ等に基づき、着実に整備を進める。

◎『整備新幹線の取扱いについて』(平成27年1月14日政府・与党申合せ）の主な内容

○北海道新幹線（新函館北斗･札幌間）
完成・開業時期を平成47年度から5年前倒しし、平成42年度末の完成・開業を目指す。

○北陸新幹線（金沢･福井･敦賀間）
完成・開業時期を平成37年度から3年前倒しし、平成34年度末の完成・開業を目指す。
（注）在来線との乗換利便性を確保する観点から、福井駅の早期活用等について、別途与党において、

今夏までに検討を行う。

○九州新幹線（武雄温泉･長崎間）
フリーゲージトレインの技術開発を推進し、完成・開業時期を平成34年度から可能な
限り前倒しする。

新潟

大宮

大阪

東京

新八代

鹿児島中央 平成１６年３月開業

長崎

博多

九州新幹線
（長崎ルート）

諫早

平成１４年１２月開業

東北新幹線

盛岡

八戸

新青森

新函館北斗

札幌

北海道新幹線

北陸新幹線

長野

高崎敦賀

金沢

新鳥栖

平成９年１０月開業

既設新幹線開区間
整備新幹線開業区間
建設中区間(既着工区間)
建設中区間(新規着工区間）
未着工区間

凡 例

整備新幹線の現状

武雄温泉

九州新幹線
(鹿児島ルート）

平成２２年１２月開業

平成２３年３月開業

平成42年度末完成予定

平成28年3月26日開業

○新青森・新函館北斗間

○新函館北斗・札幌間

○金沢・敦賀間

○武雄温泉
・長崎間

○長野・白山総合車両所間
〈240km〉〈113km〉

〈211km〉

〈149km〉

〈66km〉

平成34年度末完成予定 平成27年3月14日開業

平成34年度完成予定
（可能な限り前倒し）

白山総合車両所
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（２）整備新幹線の建設推進及び高度化  [事業費：2,445 百万円、国費：2,445 百万円］ 

(整備新幹線建設推進高度化等事業費補助金) 

 

整備新幹線の整備効果を高めるための軌間可変電車（フリーゲージトレイン）の技

術開発や駅整備に伴う地元への波及効果に係る調査等整備新幹線の工事の円滑な実

施又は整備方策の検討に必要な調査を行う。 

 

① 軌間可変電車（フリーゲージトレイン）の技術開発 

軌間可変技術評価委員会（平成 27 年 12 月 4 日開催）による審議を踏まえ、九州

新幹線長崎ルートへの導入に向け、耐久性の向上に資する技術開発を実施するとと

もに、北陸新幹線への導入に向け、更なる安全性の向上に資する雪対策（耐雪・耐

寒化）に関する技術開発を推進する。 

 

                          

 
 
 
 
 
 
 

②青函共用走行区間の貨物列車走行調査 

新幹線列車と貨物列車が共用走行する青函共用走行区間において、安全性を確保

しつつ新幹線列車を高速走行させるための具体的な方法等について調査するとと

もに、必要となる技術開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

（３）幹線鉄道等の整備効果等に関する調査 

                     [国費：100 百万円の内数] 

                            （鉄道整備等基礎調査委託費） 

 

幹線鉄道等の鉄道は、地域間の連携強化や地域の活性化を図る上で、重要な役割を

果たしてきた。そこで、全国の鉄道ネットワークの現状や過去の事例、関連事業の実

施状況等を踏まえ、鉄道の整備効果を高めるための方策について調査を行う。 

 

フリーゲージトレイン 

車輪の位置がスライドする 

新幹線 

更なる軽量化を図った新試験車両 

＜運転保安システム等の開発＞ 
新幹線高速走行中に、貨物列車を進入させない

ためのシステムを開発 

＜確認手法の開発＞ 

新幹線走行前の線路上の支障物の確認時

間を短縮するための手法を開発 
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２．都市鉄道ネットワークの充実

都市鉄道は、大都市における社会経済活動を根幹で支える主要なインフラであ

ることから、路線間の連絡線の整備や相互直通化、地下鉄の整備、輸送障害対策

等を推進し、都市鉄道ネットワークの充実や一層の利便性向上を図ることにより、

大都市の活性化や競争力の強化を進める。

（１）既存の都市鉄道網を活用した連絡線の整備等

[事業費：40,800百万円、国費：13,600百万円]

（都市鉄道利便増進事業費補助（速達性向上事業）)

都市鉄道の路線間の連絡線整備や相互直通化を進め、既存の都市鉄道施設を有

効活用しつつ、都市鉄道ネットワークの一層の充実を図る。

事業概要

東京

JR東海道線

JR横須賀線

東急東横線

JR東海道貨物線

相鉄本線

相鉄いずみ野線

新宿

渋谷

目黒 品川

大崎

日吉

綱島
新綱島

新横浜

羽沢

西谷

横浜
二俣川

瀬谷

湘南台

海老名

JR山手線

相鉄・ＪＲ直通線

相鉄・東急直通線

大和

（相鉄・ＪＲルート） （相鉄・東急ルート）

整備区間 西谷駅～横浜羽沢駅
付近（約２．７km）

横浜羽沢駅付近～
日吉駅（約１０．０km）

開業予定年度 平成３０年度 平成３１年度

【神奈川東部方面線】

【時間短縮効果例】
現行 ⇒ 整備後 （短縮時間） 〔乗換回数〕

二俣川駅～新宿駅 ５９分⇒４４分 （約１５分短縮） 〔１回⇒０回〕
大和駅 ～新横浜駅 ４２分⇒１９分 （約２３分短縮） 〔１回⇒０回〕

海老名駅～目黒駅 ６９分⇒５４分 （約１５分短縮） 〔２回⇒０回〕

湘南台駅～新横浜駅 ４９分⇒２３分 （約２６分短縮） 〔１回⇒０回〕
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（２）地下高速鉄道ネットワークの充実

[事業費：8,573百万円の内数、国費：2,160百万円の内数]

（都市鉄道整備事業費補助(地下高速鉄道）)

大都市圏における中心部における移動の円滑化、通勤・通学混雑の緩和等を図るた

め、地下高速鉄道ネットワークの充実を推進する。

【福岡市七隈線の延伸整備】（平成３２年度開業予定）

福岡市の二大核である「天神地区」と「博多駅地区」を結ぶことにより、都市中心

部の移動の円滑化や福岡市西部から博多駅へのアクセス向上などを図り、都市機能の

一層の充実を進める。

◯七隈線延伸の概要
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（３）大規模な輸送障害対策の推進 

        [事業費：8,573百万円の内数、国費：2,160 百万円の内数] 
（都市鉄道整備事業費補助(地下高速鉄道）) 

 
   高密度ダイヤの運行や相互直通運転化に伴う慢性的な列車遅延の増加等に対処する

ため、ホーム拡幅、折返施設等の整備を推進する。 
 
 【事業例：東京メトロ東西線 木場駅】（平成３２年度完了予定）  

  ○事業内容：ホームの拡幅、エレベーター・エスカレーターの増設、改札の新設等 

 
 

 
・その他の主な事業実施箇所 

都営地下鉄 大江戸線     ：勝どき駅（ホーム増設、コンコース拡幅等（平成 32 年度完成予定）） 

東京メトロ 有楽町線・副都心線：小竹向原駅（平面交差の解消（平成 30 年度完成予定）） 

〃     東西線      ：茅場町駅（ホーム延伸・拡幅等（平成 30 年度完成予定）） 等 
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（４）貨物鉄道の旅客線化 
 [事業費：10,087 百万円の内数、国費：1,677 百万円の内数] 

                  （幹線鉄道等活性化事業費補助（旅客線化）) 
 

既存ストックを有効活用しつつ、沿線地域の通勤・通学輸送を確保するとともに、
駅等交通結節点を中心とした沿線地域の都市機能の向上・活性化を図る観点から、
大都市圏における貨物鉄道線を旅客線化し、効率的な鉄道整備を推進する。 

 

【大阪外環状線（おおさか東線）（新大阪～ 久
きゅう

宝寺
ほ う じ

：21.9km)】 
住工混在地区である大阪市外縁部において環状路線を形成する城東貨物線を旅

客線化することにより、開発の遅れている沿線の再活性化、既設路線との結節に
よる鉄道ネットワークの形成及び既設路線の混雑緩和を図る。 

北区間（新大阪～放出
はなてん

）平成３０年度開業予定 

（南区間（放出
はなてん

～久宝寺
きゅうほうじ

）平成２０年３月開業） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）都心直結線の整備に向けた検討の推進        [国費：129 百万円の内数] 

            （新線調査費等補助金） 

 

都心と首都圏空港とのアクセスを改善し、東京都心の立地競争力を強化するこ

とにより、グローバル企業の誘致を促進し、我が国経済の活性化を図るため、都

心と首都圏空港とを直結し、短時間かつ乗換なしでの移動を可能とする「都心直

結線」について、整備に向けた検討を進める。 

                          凡例

大阪外環状線(北区間)

大阪外環状線(南区間)

Ｊ 　  　Ｒ　　   線

地　 下　 鉄 　線

私       鉄       線

行   政   界    線

平

成

20

年

３

月

開

業 

整

備

中 
 
 

(

平

成

30

年

度

開

業

予

定

)
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３．鉄軌道駅のバリアフリー化、駅空間の高度化の推進 

 

（１）鉄道におけるバリアフリー化の推進 

① バリアフリー化の推進 

  [事業費：8,573 百万円の内数、国費：2,160 百万円の内数]  

(都市鉄道整備事業費補助(地下高速鉄道)) 

                                 ［国費：22,872 百万円の内数] 

(地域公共交通確保維持改善事業) 

                            ［国費：8,000 百万円の内数] 

(訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業) 

 

バリアフリー法の基本方針及び交通政策基本計画に基づき、エレベーター等の

設置による段差解消、ホームドア等の設置による転落防止、障害者対応型トイレ

の設置等の駅のバリアフリー化について、国・地方公共団体・鉄道事業者が一体

となって取組みを推進する。また、これにより、訪日外国人旅行者の移動円滑化

を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな基本方針（検討中）

 

＜駅の段差解消＞ 

○バリアフリー法の基本方針に基づき、１日当たり平均利用者 3,000 人以上の

駅を平成 32 年度までに原則として全てバリアフリー化する。この場合、地域

の要請・支援の下、駅の構造等の制約条件を踏まえ可能な限り整備する。 

※平成 26 年度末時点で、約 85％（2,964 駅／3,497 駅）で段差解消済み。 

駅の段差解消等 

エレベーター 障害者対応型トイレ 

ホームからの転落防止 

ホームドア 内方線付きＪＩＳ規格点状ブロック 

○ ○ 駅 

 高齢者や障害者などの要配慮者の避難・移動手段を確保するため、鉄道駅のバ

リアフリー化を緊急に実施する。 

（地域公共交通確保維持改善事業（バリアフリー化設備等整備事業）） 

平成２７年度補正予算（4,880 百万円の内数） 
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＜ホームドアの整備による転落防止＞ 

○バリアフリー法の基本方針及び交通政策基本計画に基づき、鉄道駅のホームからの転落 

事故等の防止に極めて効果の高いホームドアの整備を積極的に推進する。 

※平成27年9月末時点で621駅に設置。 

現在、東京メトロ銀座線 全駅（大規模改良予定駅除く）、西武池袋線 池袋駅、 

東急東横線 菊名駅、名古屋市名城・名港線 全駅等で整備を実施中。 

 

【ホームドアの整備例】  

 

 

 

 

 

 

 

 

② ホームドアの技術開発        [事業費：578百万円の内数、国費：289百万円の内数] 

                                    （鉄道技術開発費補助金） 

 

車両扉位置の相違やコスト低減等の課題に対応可能な新たなタイプのホームドアの技

術開発を行う。 
 

【マルチドア対応ホームドア】  

車両の扉位置に対応して

ホームドアが開く位置を変

えることにより、異なる扉位

置の車両に対応可能。 

 

 

 

 

 

 

【昇降バー式ホームドア】 

従来のホームドア部分をバーとすることで開口部を広くし、車両扉位置の相違に

対応可能。また、下降時の支柱高さを抑えてホーム端の見通しを確保するとともに、

軽量化による設置コストの低減を図る。  

 

 

上昇時 下降時 

 

４ドア 

３ドア 

２ドア 

（イメージ） 

（イメージ） 
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（２）鉄道駅の総合的な改善      ［事業費：4,672 百万円、国費：1,498 百万円］ 

                             （鉄道駅総合改善事業費補助） 
  

① まちづくりと一体となった駅の総合的な改善（総合改善事業） 
          

鉄道利用者の安全性や利便性の向上を図るために、鉄道駅の改良（バリアフリー

化、ホーム・コンコースの拡幅等）と都市側の事業（自由通路の設置、土地区画整

理事業等）とを一体的に行い、駅機能を総合的に改善する。 

【事業例：甲子園駅（阪神電気鉄道）】（平成 28 年度完成予定） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他、金沢八景駅（京浜急行電鉄、平成 30 年度完成予定）においても実施。 

 

② 駅空間の高度化（コミュニティ・ステーション化）（形成計画事業） 
              
  既存の鉄道駅の改良にあわせて、保育施設等の生活支援機能との一体的な整備を

進めることにより、地域にとって利用しやすい鉄道駅の整備を推進する。 

【事業例：海老名駅（相模鉄道）】（平成 31 年度完成予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他、西院駅（阪急電鉄・京福電気鉄道、平成 32 年度完成予定）、関内駅 

（ＪＲ東日本、平成 30 年度完成予定）においても実施。 

 
至横浜 

ＪＲへ 

小田急へ 

混雑状況 

主な整備効果
ホーム拡幅による混雑緩和
エレベータｰ新設によるバリアフリー化

混雑状況 
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③鉄軌道駅の大規模なバリアフリー化の推進 

         

駅は地域の拠点であり、まちづくりの観点からも重要な施設であるが、未

だ段差解消がされていない駅の中には、エレベーターを整備するために人工

地盤や通路の新設等を要するものなど複数年かけて比較的大がかりな改築

が必要になるケースもあることから、地域住民の意向も反映できるよう地元

と適切な連携の下、バリアフリー化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【事例① 跨線橋新設】    【事例② 人工地盤設置】 

 

 
 

 

【事例③ ホーム延長】 

 

（鳥 瞰 図 ） 改 札  

ホーム 

ホーム 

ＥＶ整 備 によりホーム幅 員 が確 保 できない 

ため、使 用 しなくなるホームの範 囲  

EV 

EV 

跨

線

橋  

（側 面 ）

人 工 地 盤

階

階

段  段  

改 札  

ホーム

改 札  

人 工 地 盤  

ＥＶ （断 面 ） 

ホーム 

改 札  

 
ホーム 

ＥＶ ＥＶ 
跨 線 橋

：バリアフリー工事における新設箇所  
：バリアフリー化された経路  
：増床部分  

人工地盤や通路の新設等を要する大規模なバリアフリー化の事例  

 高齢者や障害者などの要配慮者の避難・移動手段を確保するため、鉄道駅の

バリアフリー化を緊急に実施する。  
（鉄道駅総合改善事業費補助（大規模バリアフリー化事業））  
 

平成２７年度補正予算（60 百万円） 
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４．地域鉄道の安全性向上・活性化 

（１）地域鉄道の安全輸送の確保及び利用環境の改善 

［事業費：10,804 百万円の内数、国費：3,632 百万円の内数］ 

（鉄道施設総合安全対策事業費補助） 

  ［国費：22,872 百万円の内数］ 

    （地域公共交通確保維持改善事業） 

  ［国費：8,000 百万円の内数］ 

    （訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業） 
 
通勤・通学・通院等の利用者に欠かせない公共交通機関である地域鉄道等におい

て、安全な鉄道輸送を確保するために地域鉄道事業者等が行う車両やレール、マク

ラギなど、安全性の向上に資する設備の更新等に支援を行う。 

また、バリアフリー化されたまちづくり及び訪日外国人旅行客を含めた利用者の

利用環境改善を促進するために行うＬＲＴシステムやＩＣカードシステムの導入等

のための支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

          

          

 
 

地域鉄道の現状 

安全な鉄道輸送を確保するために地域鉄道事業者等が行う安全性の向上に資する設備の 
更新等を支援。 

軌道改良 車両の更新 ＡＴＳ 

バリアフリー化されたまちづくり及び利用環境改善を促進するためＬＲＴやＩＣカードシス
テムの導入等を支援。 
 

低床式車両（ＬＲＶ）の導入  停留施設の整備 

（平成２６年度決算） 
○収支 ８２％の事業者が赤字 

黒字： １７社、１８％ 

赤字： ７７社、８２％ 

利用環境改善（利用環境改善促進等事業 等）     

昭和６２年度：約４.７億人 

↓ 約１５％減少 

平成２６年度：約４.０億人 

豪雨等災害に備え、安全な鉄道輸送を確保するための地域鉄道における防護施設

等の整備を緊急に実施する。 
（地域公共交通確保維持改善事業（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業）） 

平成２７年度補正予算（4,880 百万円の内数） 

（単位：千万人） ○輸送人員の推移 

輸
送
人
員 

安全性向上(鉄道軌道安全輸送設備等整備事業) 

※ 昭和 63 年度以降に開業した事業者を除く 70 社 
（年度） 

ＩＣカードシステム導入 
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【ＪＲ西日本･可部線の一部電化延伸

等】地域の輸送ニーズに適した輸送改善

を図るため、ＪＲ可部線の一部電化延伸

（可部駅～新河戸駅）、新駅工事、駅の

改良等を行う。 

 

（２）地域鉄道の利便性の向上（コミュニティ・レール化） 

［事業費：10,087 百万円の内数、国費：1,677 百万円の内数］ 

（幹線鉄道等活性化事業費補助（形成計画事業）） 

 

潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地方都市やその近郊の路線等について、地域公

共交通活性化・再生法に基づく地域公共交通網形成計画の枠組みを活用して、地域

鉄道の利用促進や地域の活性化を図るべく、鉄道の利便性向上のための施設整備に

対し支援を行う。 
 

  ・補助対象設備例 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  
      

【あいの風とやま鉄道・あいの風とやま

鉄道線の新駅設置】鉄道利用を促進する

ため、土地区画整理事業等により今後の

人口増加が見込まれる地域に新駅を設置

する。 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

   

・形成計画事業の事業例 

新駅の整備 行き違い設備の新設 

あいの風とやま鉄道

至西高岡駅

至高岡駅

新駅設置箇所

土地区画
整理事業

小学校
新興住
宅地

（都）：都市計画道路

ＪＲ氷見線
万葉線

ＪＲ城端線

北陸新幹線

福岡

西高岡

高岡

越中中川

新高岡

二塚

あいの風とやま鉄道

（都）
アクセス道路（新設）
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５． 防災・減災対策の充実 

（１）鉄道施設の耐震補強 

① 鉄道施設（主要駅や高架橋等） 

［事業費：10,804 百万円の内数、国費：3,632 百万円の内数］ 

(鉄道施設総合安全対策事業費補助) 

［事業費：8,573 百万円の内数、国費：2,160 百万円の内数］ 

(都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道)) 

      

南海トラフ地震や首都直下地震等の大規模地震に備え、地震時において、鉄道 

ネットワークの維持や一時避難場所としての機能の確保等を図るため、主要駅や高

架橋等の耐震補強を一層推進する。また、地下鉄の耐震補強も引き続き推進する。 
 
 
 
 
 
                   

 
   

 
 

 
 

 
 

【橋上駅の補強】     【高架橋の補強】    【橋りょうの補強】 
 

 

② 本州四国連絡橋（本四備讃線）の耐震補強 

［事業費：275 百万円、国費：124 百万円］ 

(独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構出資金) 

 
南海トラフ地震等の大規模地震による被害を回避・軽減するため、本州四国連絡橋

（本四備讃線）の耐震補強を着実に実施し、本州と四国を結ぶ鉄道ネットワークの確
保を図る。 

鉄骨ブレース 

緊急輸送道路 

鉄道橋りょう 

橋けた 

橋脚・橋台 
拡幅 

けた受け 

阪神・淡路大震災時 

東日本大震災時 

 首都直下地震に備え、主要駅や高架橋等の耐震補強を緊急に実施する。 
（鉄道施設総合安全対策事業費補助） 

平成２７年度補正予算（1,720 百万円） 
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（２）インフラ老朽化対策等のための戦略的な維持管理・更新の推進 

① 鉄道施設の戦略的維持管理・更新  

[事業費：10,804 百万円の内数、国費：3,632 百万円の内数] 

(鉄道施設総合安全対策事業費補助) 

 

鉄道事業者が保有している橋りょうやトンネル等の鉄道施設には、法定耐用年数を越

えたものが多くあり、これら施設を適切に維持管理することが課題となっている。この

ため、人口減少が進み経営環境が厳しさを増す地方の鉄道事業者に対して、初期費用は

かかるものの、将来的な維持管理費用を低減し長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良

を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【老朽化する橋りょう、トンネルの長寿命化に資する改良事例】 

 ・橋りょう 
 
 
 
 
 
                           重防食塗装 

・トンネル 
                      
 
 
 
 

繊維シート貼付 

覆工コンクリートの劣化・剥落

クラックの発生
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② 青函トンネルの機能保全      ［事業費：1,290 百万円、国費：860 百万円］ 

  （鉄道防災事業費補助） 

 

青函トンネルは、延長約５４ｋｍの長大トンネルであり、北海道と本州を結ぶ

唯一の陸路である。昭和６３年の開通以来３０年弱が経過したが、海底下という

過酷な環境にあるため、トンネルの機能を維持するために必要な排水設備や変電

所設備等では、著しく劣化が進んでいる。これら設備を改修・更新することによ

り、北海道と本州間の円滑かつ安定した人流や物流機能を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【排水設備の一例】              

 

 

 

 

 

 

【変電所設備の一例】 

 

③ 戦略的維持管理に資する技術開発 

［事業費：578 百万円の内数、国費：289 百万円の内数］ 

（鉄道技術開発費補助金） 
 
戦略的維持管理の観点から、メンテナンス精度の向上やコスト低減による維持管

理の効率化に資する技術開発を行う。 
 

【実施開発例】 

高架構造物の維持管理において、常時モニタリングにより構造物の健全度をリア

ルタイムに評価するシステムの技術開発を行う。 

 

トンネルの機能保全のための排水設備の更新を実施する。（鉄道防災事業費補助） 
平成２７年度補正予算（333 百万円） 
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（３）地下駅の浸水対策    

［事業費：8,573 百万円の内数、国費：2,160 百万円の内数］ 

(都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道)) 

［事業費：10,804 百万円の内数、国費：3,632 百万円の内数］ 

         （鉄道施設総合安全対策事業費補助） 

 
三大都市圏をはじめとして、大都市圏では地下駅等の地下空間が数多く存

在し、河川の氾濫や津波等が発生すれば深刻な浸水被害が懸念される。   
地下駅等地下空間は閉鎖的で地上に比べ浸水のスピードが速く、地下空間

への浸水開始後、避難に係る時間の猶予が少ない。このため、浸水そのもの
を防止する取組を事業者自ら行うことが大変重要である。  

このため、各地方公共団体が定めるハザードマップ等により浸水被害が想
定される地下駅等について、出入口、トンネル等の浸水対策を推進し、防災・
減災対策の強化を図る。  
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（４）海岸等保全、落石・なだれ等対策    ［事業費：340 百万円、国費：170 百万円］ 

       （鉄道防災事業費補助） 

旅客会社等が行う落石・なだれの対策や海岸等保全のための施設の整備のうち、鉄道

施設だけではなく、近隣住民、道路、耕地等の保全保護にも資する事業を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【落石防止擁壁の一例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          【護岸壁の一例】 

 

（５）鉄道の災害復旧             ［事業費：272 百万円、国費：68 百万円］ 

(鉄道施設災害復旧費補助金) 

 

経営の厳しい鉄軌道事業者の鉄道施設が災害により大規模な被害を受けた場合、

鉄道軌道整備法に基づき被災した鉄道施設の復旧を支援し、沿線地域における安定

輸送を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        【平成 26 年度 信楽高原鐵道の復旧の例】 

落石防止擁壁 

護岸壁 

【鉄道防災事業の概念図】 
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（６）防災・減災対策に資する技術開発 

［事業費：578 百万円の内数、国費：289 百万円の内数］ 

（鉄道技術開発費補助金） 

 
首都直下地震・南海トラフ地震等の大規模地震に備えるため、耐震構造の開発等

の防災・減災対策に資する技術開発を行う。 
 

【実施開発例】 
設計で想定された以上の地震が発生した場合であっても、構造物が倒壊する方向

を制御すること等により、沿線被害の軽減や早期復旧を可能とする補強工法の開発。 

 

 

（７）事故防止のための踏切保安設備の整備 

         ［事業費：10,804 百万円の内数、国費：3,632 百万円の内数］ 

(鉄道施設総合安全対策事業費補助) 
 

踏切道における事故防止と交通の円滑化を図るため、踏切道改良促進法に基づき、
引き続き踏切遮断機や警報機等の踏切保安設備の整備を推進する。 

 

 

 

 
また、近年社会的に関心の高い高齢者等の歩行者の踏切事故を防止するため、踏

切内に閉じ込められた歩行者を検知しやすい障害物検知装置や閉じ込められたこと
を通報する非常押しボタン等の整備も進める。 

 送受信機 

警報機、遮断機の設置

（検知能力の高い障害物検知装置の例） （非常押しボタンの例） （全方位警報機の例） 

面的に障害物を検知 
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６．鉄道システム・技術の海外展開 

 

○鉄道システム・技術の海外展開 

［国費：1,263百万円の内数］ 

  

 現在、多くの国が国家プロジェクトとして鉄道整備を積極的に検討、推進しており、鉄道関連

産業については、海外市場において大きな成長が見込まれている。 

 鉄道分野をはじめとするインフラシステム輸出は、安倍政権における成長戦略「日本再興戦略

改訂2015-未来への投資・生産性革命-」（平成２７年６月 閣議決定）を支える重要な施策の1

つとして位置付けられており、我が国鉄道技術の継承・発展及び鉄道関連産業の国際競争力向

上・拡大を図り、我が国の経済成長を促進するために極めて重要である。 

 これまでも、相手国政府への働きかけ等に取り組んできたが、その結果として、平成２７年度

は、インドとの間でムンバイ～アーメダバード間高速鉄道への新幹線の導入で合意したほか、タ

イとの間では、バンコク～チェンマイ間高速鉄道に関し、新幹線技術の導入を前提に、両国が協

力を進めることで合意するなどの成果を上げているところである。 

 今後も、川上の段階から案件発掘・形成を進めるとともに、官民連携によるトップセールス、

株式会社海外交通・都市開発事業支援機構等を通じたファイナンス面での支援、我が国鉄道技

術・規格の国際標準化対応や技術基準策定支援等に一層強力に取り組む。 

 

 

 



（この冊子は、再生紙を使用しています。）


